
令和7年11月6日

公益社団法人 日本医師会

財務省財政制度等審議会における

「社会保障」等の議論について

定例記者会見
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2018年に厚生労働省などが発表した「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」では、2025年度の協会けんぽの保険
料率は10.8％に上がるとされているが、コロナ禍を経た中でも、協会けんぽの保険料率は2012年度から10.0％のままである。
むしろ、今年度の東京都では、9.91％に下がるなどの傾向もみられる。

こうした推計値は過大予測になっており、デフレ下のコストカット型経済を踏襲し、国民に過度な不安を煽るべきではない。
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日本医師会の主張

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」8頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf> 
内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し」（平成30年５月21日）19頁<https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/0000207399.pdf>を基に作成
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財務省資料

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」8頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>



近年の雇用者報酬の伸び
2022年度  2.5％
2023年度  1.9％
2024年度      4.6％
2025年4-6月  3.9％

保険給付費等の伸びは、直
近３年では＋2.1％であり、
もっと抑えられている。

雇用者報酬の伸びは、直
近３年では＋3.0％であり、
もっと伸びている。

※医療保険給付費等・介護納付金は、全国健康保険協会及び健康保険組合の決算見込み
※雇用者報酬は、内閣府「国民経済計算」（1994年1-3月期～2025年4-6月期2次速報値）

日本医師会の主張
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（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」9頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>
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財務省資料

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」9頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>



（出所） 内閣府「国民経済計算」より作成。医療給付費については、2023年までは厚生労働省「国民医療費の概況」、2024年は2023年の医療給付費に2024年の概算医
療費の伸び1.5％を乗じて計算。介護給付費については、2023年までは厚生労働省「介護保険事業報告年報」、2024年は、厚生労働省「令和６年度介護給付費
等実態統計」における費用額累計の伸び3.7％を乗じて計算。
財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」6頁
<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>を基に作成

国民経済計算から計算された社会保障給付・可処
分所得には、医療や介護の給付は含まれていない。
⇒医療や介護の給付を含めた可処分所得は、近年
増加。

緑（医療・介護給付費）を追加

日本医師会の主張
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財務省資料

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」6頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>



（出所）社会保険料負担率は、総務省「家計調査」（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）における「社会保険料」を「勤め先収入」で除して計算。
社会保障給付費は、厚生労働省「所得再分配調査」（全世帯）における受給合計額（現物給付（年金・恩給等）と現物給付（医療・介護等）の合
計）の数値。 ※「所得再分配調査」は概ね３年に一度の周期で実施

（1990年）

（2021年）

対1990年比
世帯の社会保障負担率 ： 約1.6倍
世帯の社会保障給付      ： 約2.0倍
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世帯の社会保障給付は、1990
年の96.8万円から2021年の189.8
万円と約２倍に増加しているにも
関わらず、過度な医療費の抑制
により、税・社会保険料負担率は
25.9％にとどまっている。

日本医師会の主張
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財務省資料

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」7頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>



（出所） ※1 中小企業庁「中小企業実態基本調査（令和５年度決算確報）」（令和7年7月30日）*中小企業実態基本調査に医療機関は入っていない、※2 財務省 財政制度等審議会 財政制度等
分科会「激動の世界を見据えたあるべき財政運営」（参考資料）(3)資料Ⅴ－３－15（令和7年5月27日）、※3厚生労働省 第120回社会保障審議会医療部会（令和7年10月27日）資料２－２「医療法
人の経営状況（R7.8月末時点速報版）」、※4 財務省「年次別法人企業統計調査（令和６年度）」（令和7年9月1日） 10
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1. 無床診療所の経常利益率中央値は2.5％、最頻値は0.0～1.0％である

2. 地域医療を守る診療所については、頻繁な入退場は望ましいことではなく、
一定の利益率がないと、安定的に存在していくことが不可能になってしまう

3. 医療機関の経常利益率は学術研究・専門・技術サービス業と比較すべき

4. 年を追うごとに医療機関の経常利益率は悪化している

悪化

悪化

日本医師会の主張
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財務省資料

（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料３「社会保障①」19頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/03.pdf>



★
日本（2022）

令和7年11月5日 財務省
財政制度等審議会財政制度分科会
資料１「財政総論」17頁に一部加筆

カナダ（2022）

日本の社会保障支出と国民負担率の関係

直近の2022年では、日本の社会保障の
受益（給付）と負担のバランスは改善され、
高齢化率が高いにもかかわらず、OECD
諸国並みとなっている。

*財務省「国民負担率の推移（対国民所得比）」 2022年度：34.9
 OECD Data Explorer ”Social expenditure aggregates” 2022年：24.7
 国立社会保障・人口問題研究所「令和４年度社会保障費用統計」 2022年度：25.12

消費税率がまだ10%になっていない年

G７諸国の公的社会支出と国民負担率の関係
* 国民負担率 ： 財務省「国民負担率の国際比較（OECD加盟36カ国）」

  公的社会支出 ： OECD Data Explorer “Social expenditure aggregates“ Measure: Social expenditure、Expenditure source: Public、Combined unit of measure: Percentage of GDP （推計値）

米国（2022）

英国（2022）

ドイツ（2022）

イタリア（2022）

フランス（2022）
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日本医師会の主張
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（出所）財務省 財政制度等審議会財政制度分科会（令和7年11月5日開催）資料１「財政総論」17頁<https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20251105/01.pdf>

財務省資料
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